
 

事業事前評価表 

 
１．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：第 5次貧困削減支援借款 
貸付契約調印日：2007年 3月 30日 
承諾金額：2,500百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 
Vietnam）） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
ベトナム政府は、1986年のドイモイ政策以来対外開放政策を推進しており、近年では

更なる市場経済化、WTOへの加盟交渉等の国際経済への統合等を通じた経済成長の促進
と貧困削減に取組んでいる。近年は、毎年実質 7％を越える高い経済成長率を維持してい
る。 
ベトナム政府は、2002 年 5 月に包括的貧困削減成長戦略(CPRGS：Comprehensive 

Poverty Reduction and Growth Strategy)を策定し、国営企業改革、民間セクター振興、
金融セクター改革、貿易自由化、教育・保健等社会セクターの政策改善・制度強化、行

政改革・ガバナンスの強化等の政策課題に取り組んでいる。ベトナムは、これらの諸改

革を通じ 2005年には 8%を越える高い経済成長を達成しており、結果として、人口全体
に占める貧困層の割合は 2002年の 28.9％から 2004年の 24.1％まで低下してきている。 
世界銀行は CPRGS を支援する枠組みとして、ベトナムに対して貧困削減支援借款

(PRSC：Poverty Reduction Support Credit)を段階的に供与している。日本政府及び本
行は、CPRGS に挙げられた改革項目のうち、特に（1）CPRGS の資源配分メカニズム
を通じた公共財政管理の適正化、（2）日越共同イニシアティブの実施支援、（3）金融セ
クター改革、（4）国営企業改革を重視し、2004年に第 3次、2005年に第 4次の貧困削
減支援借款（PRSC）への円借款供与を行うとともに、ベトナム政府および世銀等ドナー
との多国間協議に対し、引き続き継続的で積極的な連携・調整・貢献を行っている。 
以上のとおり、日本政府及び本行は、経済成長と貧困削減を両輪に据えた CPRGS に

対するベトナム政府による着実な実施を引き続き積極的に支援する方針である。また、

本行は海外経済協力業務実施方針において「ベトナムの持続的経済成長と国際競争力強

化」、「貧困削減」を支援の両輪としており、政策・制度改善への支援を重点分野として

いることから、PRSCへの協調融資（以下「本計画」という。）に継続的な支援を行う必
要性・妥当性は極めて高い。 
３．事業の目的等 
本計画は、ベトナム政府が進める各種改革（特に公共財政管理、投資・ビジネス環境整

備、国営企業・金融セクター改革）を支援することにより、(1) 市場経済への移行、(2) 包
括的で持続可能な開発、(3) 近代的ガバナンスの構築、に集約される、CPRGS に掲げら
れたベトナムの各分野での政策課題の達成を図り、もってベトナムの貧困削減及び経済成

長に寄与することを目的とする。 
 

 



 

４．事業の内容 
(1) 計画概要 
本計画では、CPRGS を①市場経済への移行、②包括的で持続可能な開発、③近代的ガ

バナンスの構築の 3つの柱（pillar）に概念整理し、以下の 19セクターの改革を推進して
いる。 

柱（Pillar） セクター 
市場経済への移行 貿易における国際統合、国営企業改革、金融セクター改革、民

間セクター、インフラストラクチャー 
包括的で持続可能な

開発 
教育、保健、社会保障、土地･森林、水、環境、ジェンダー 
 

近代的ガバナンスの

構築 
計画策定プロセス、公共財政管理、財務アカウンタビリティ、

法整備、行政管理、反汚職、情報のアベイラビリティ 
(2) 総事業費・借款額 

本計画全体のドナー支援総額：約 254百万ドル（予定） 
うち円借款総額：25億円（約 21百万ドル相当） 
世界銀行資金：100百万ドル 
その他アジア開発銀行、欧州委員会、イギリス、オランダ、デンマーク、ドイツ、オ

ーストラリア等が参加予定 
(3) 実施体制 
①借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 
Vietnam) 
② 実施機関：ベトナム国家銀行（State Bank of Vietnam) 
③ 運営・維持管理体制：②に同じ。本計画において協議した改革項目のモニタリングに
ついてはベトナム政府と各ドナーが協議を重ね、その進捗状況を評価・確認する予定。 

(4) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 

(a) 環境カテゴリ分類：C 
(b) カテゴリ分類の根拠 
本計画は、特段の環境影響が予見されないセクター（財政支援）であり、かつ「環境

社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年4月制定）に掲げる影響
を及ぼしやすい特性や影響を受けやすい地域に該当しないため、カテゴリCに該当す
る。 

② 貧困削減促進 
 本計画は、ベトナムの貧困削減と成長の達成を目指すCPRGSを支援するものであり、
本計画の方向性そのものが、貧困層に不利になる歪み・規制の除去を目指している。ま

た、本計画で取り組まれるべき改革として、貧困層向け保健基金や貧困地域向け学校教

育等の改善といった、直接的に貧困層に資する改革コンポーネントや、社会保障関連法

の策定が含まれている。 

③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 
 本計画の改革項目として中央政府・省においてジェンダー配慮を含んだ計画マニュア

ル策定を完了することが掲げられている。 
(5)その他の特記事項：特になし。 
 



 

５．成果の目標 
評価指標（運用・効果指標） 

指標名 基準値（2003年）（注） 目標値（2006年） 
公的財政管理に関する成果： 
運営・維持管理費用への十分な考

慮の確保 

(U)不十分 
（限定的な進捗） 

基準値（U）よりも改善
する 

計画プロセスに関する成果： 
成長と貧困緩和に係る基準に基づ

く公共投資事業の審査 

(S)十分 
(CPRGSへのインフラ整
備の役割の組み込み) 

基準値（S）を維持もし
くは改善する 

民間セクター開発に関する成果： 
全ての企業への共通の規制適用に

よる平等な競争条件の確保 

(U)不十分 
（限定的な進捗） 

基準値（U）よりも改善
する 

国営企業改革に関する成果： 
約 2,100社までの国営企業の削
減） 
 

(PS)部分的 
（2001 年度の 5,334 社
か ら 2003 年 度 に は

4,361社に削減） 

基準値（PS）を維持もし
くは改善する 
 

金融セクター改革に関する成果： 
ベトナム国家銀行（SBV）の監
督・規制機能への特化 
 

(U)不十分 
（SBV の各国営銀行に
対する、「所有者」「監督

者」それぞれの権限分離

が行われていない） 

基準値（U）よりも改善
する 

 
６．外部要因リスク 
原油価格や為替変動等の国際的な経済情勢／貿易・投資の動向等 

７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
協調融資案件において、特に協調融資機関の数が多い場合には、全ての協調融資機関同

士の連絡を徹底させ、常に対象事業に関する種々の認識を一致させておくよう、十分配慮

していく必要がある。本計画においては当該案件形成の過程で各改革項目毎にベトナム政

府及び協調融資機関の間での会合を重ね、情報共有に努めてきている。 
世界銀行が実施した、“PRSC Stock Taking 2005”によると、ドナー間でのプログラムの

モニタリング実施に加え、被援助国における議会報告等を通じたアカウンタビリティを確

保していくことが必要だとされている。これまでベトナムでは CPRGSと社会経済開発 5
ヵ年計画が並存している状況にあったが、ベトナム政府は、2006年から 2010年を対象と
した新 5ヵ年計画の策定において両者を統合する取組みを進めた。また、ベトナム政府は、
世界銀行が従来実施してきた公共支出レビューについても、2004 年には共同実施者とし
て名を連ねるなどオーナーシップを高めており、ドナーによるモニタリングにとどまらな

いアカウンタビリティ確保の努力が行われている。 
 
 

                                                         
（注）基準値については、世界銀行が実施した中間評価（2004年）で用いた 4段階評価（優良(HS)、十分(S)、可(PS)、不

十分(U)）に基づく。 



 

８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
① 公的財政管理に関する成果（運営・維持管理費用への十分な考慮の確保） 
② 計画プロセスに関する成果（成長と貧困緩和に係る基準に基づく公共投資事業の審査） 
③ 民間セクター開発に関する成果（全ての企業への共通の規制適用による平等な競争条

件の確保） 
④ 国営企業改革に関する成果（約 2,100社までの国営企業の削減） 
⑤ 金融セクター改革に関する成果（ベトナム国家銀行（SBV）の監督・規制機能への特
化） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業完成後 

 


